
課題シート「新たな協働のあり方」

【所管】区民生活部協働推進課・政策経営部企画課

Ⅰ 課題の背景・課題とした理由

１ 平成 14 年度以降、区は、「ＮＰＯ・ボランティア活動及び協働の推進に

関する条例」の制定とこれに基づくＮＰＯ支援基金・ＮＰＯ支援センター

の創設、協働事業提案制度の実施（平成 16～18年度）、「すぎなみ地域大学」

の創設による地域人材の育成などの施策をとおして、区と区民の協働を推

進してきた。

２ 地域では多様な主体が活動を展開するようになり、また区民の地域社会

づくりへの参加意向は高まってきたが、一方で、ボランティア活動の経験

がある者の割合は変化していない。

３ ＮＰＯ支援センターは、ＮＰＯ等の活動の支援やＮＰＯや地域団体等の

ネットワーク化など、地域における協働を推進するための中間支援組織で

あるが、その拠点としての機能をより発揮していく必要がある。

４ ＮＰＯ支援基金に対する寄付額が減少しており、今後のＮＰＯ活動の推

進に支障を来すことが予測される。

５ 「すぎなみ地域大学」では、これまで主として、講座修了後の活動の受

け皿を用意して人材育成を行い、協働の担い手づくりという面で一定の成

果を挙げてきたが、今後は地域の様々な課題について自ら考え行動する人

材を育成することが不可欠である。

６ 協働事業提案制度は、地域に潜在化する課題に対し、区と団体が共に解

決に取り組むこと、或いは、区で行っている事業をＮＰＯ等の団体が持つ

ノウハウを活用してより効果的に実施することを目的に創設した制度であ

ったが、実施後の評価において、先駆性や団体の独自性等の面で高い評価

を得られた提案は少なかった。また、その後に創設された民間事業化提案

制度は、民間企業・ＮＰＯ法人等から区の事務事業を対象に、より効率的・

効果的な実施についての提案を受ける制度だったが、新たな事業実施に関

する提案や単純な委託等の提案が多く、提案件数も年々減少をたどってき

た。
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Ⅱ 現時点での区の考え方・方向性

区が提供する公共サービスにとどまらず、区民等との協働による多様な公共

サービスの提供の可能性の拡大を目指し、以下の取組みを行う。

１ 地域活動団体のネットワークの構築や協働に結びつく情報収集・情報提

供など、これまでの「すぎなみＮＰＯ支援センター」の活動の検証を踏ま

え、ＮＰＯ等がさらに力を発揮できるような中間支援の充実を図る。

２ これからのＮＰＯ活動支援に向け、「ＮＰＯ支援基金」の充実を図る。

３ 団塊の世代の地域還流を契機とした区民の社会参加意欲に応え、地域活

動に必要な知識や技能等の修得を支援する目的で設立した「すぎなみ地域

大学」の役割を検証し、人材育成の充実を図る。

４ 地域の課題を解決する公共性・公益性のある事業を提案する、或いは、

区が行う事業の効率的・効果的な執行を提案する新たな「協働事業提案制

度」を再構築する。

Ⅲ 添付資料

資料７－１ ＮＰＯ・ボランティア活動及び協働の推進に関する条例

資料７－２ これまでの「協働」に関連した区の取組について

資料７－３ すぎなみ地域大学について

資料７－４ すぎなみ地域大学修了生活動実践集２０１２（冊子）

資料７－５ 区内ＮＰＯ法人認証団体数の推移

資料７－６ 平成２３年度協働に関する実態調査（協働の相手方）

資料７－７ ゆうゆう館協働事業（ゆうゆう館の案内チラシ）

資料７－８ 協働等に関する区民の意識等について

資料７－９ ＮＰＯ等支援基金寄付及び活動資金助成状況一覧

Ⅳ その他特記事項

すぎなみＮＰＯ支援センター、ＮＰＯ支援基金、協働事業提案制度について

は、懇談会における意見を踏まえ、杉並区ＮＰＯ等活動推進協議会において具

体策の検討等を行う。
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杉並区ＮＰＯ・ボランティア活動及び協働の推進に関する条例

平成14年３月19日

条例第７号

21世紀の杉並区の将来像「区民が創（つく）る「みどりの都市」杉並」の実現を目指し、人と自然

と都市の活力が調和した住みよいまちを築くことは、区民の心からの願いです。

杉並区では、環境、福祉、教育などの多くの分野で区民の自主的な活動が展開されてきました。こ

うした活動をさらに発展させ、区民一人ひとりがまちづくりの主人公としての自覚を持ち、それぞれ

の能力を生かしながら、地域社会づくりに参加していくことが、杉並区の将来像の実現のために、何

よりも大切です。

特に近年は、住民が必要とするサービスを住民自らの手で提供していく活動が広がっています。こ

うした活動を担うのが、ボランティアであり、ＮＰＯです。

社会的サービスの提供やまちづくりに主体的にかかわる区民の活動が求められている中で、自発性、

創造性、柔軟性、多様性などの特性を兼ね備えたＮＰＯ・ボランティア活動を推進していくことが必

要です。

同時に、このような区民の活動を土台にした協働の推進が求められています。区民、ＮＰＯ・ボラ

ンティア、事業者などの地域社会を構成する人々や区が、それぞれの役割と責任を果たしながら、対

等な立場で、お互いの良いところを出し合い、共に手を携えて取り組むことで、豊かさと活力のある

地域社会を築くことができます。

こうした認識から、杉並区では、「区民と行政が役割と責任を分かちあうパートナーシップ（協働）」

をこれからの区政運営とまちづくりの基本としています。ＮＰＯ・ボランティアの生き生きとした活

動と豊かで多様な協働の推進を目指し、ここに条例を制定します。

（目的）

第１条 この条例は、区民が自発的かつ継続的に行う自主的な社会貢献性のある活動を保障するとと

もに、区民、ＮＰＯ・ボランティア（以下「ＮＰＯ等」という。）、事業者及び杉並区（以下「区」

という。）の協働の基本理念を定め、並びにそれぞれの役割及び責務を明らかにし、区の支援策を

定めることにより、ＮＰＯ等の活動並びに区民、ＮＰＯ等、事業者及び区の協働の推進を図ること

を目的とする。

（定義）

第２条 この条例において「ＮＰＯ」とは、特定の社会的な課題に自主的に取り組むことを通じて組

織化される、社会貢献性のある、一定の継続性を持った民間非営利団体をいう。

２ この条例において「ボランティア」とは、社会的な課題に対して共感し、自発的な意思と自己責

任に基づき、その課題の解決に向けて行動する個人及び団体をいう。

（基本理念）

第３条 区民、ＮＰＯ等、事業者及び区は、それぞれの役割及び責務を自覚し、対等な立場に立って、

協働を進めなければならない。

２ 区民、ＮＰＯ等、事業者及び区は、協働を進めるに当たって、必要な情報を提供し、共有するよ

う努めなければならない。

３ 区民、ＮＰＯ等、事業者及び区は、相互に考え方や意見を交換する場を持つよう努めなければな

らない。

４ 区民、ＮＰＯ等、事業者及び区は、それぞれの立場や特性についての理解に努めなければならな

い。

５ 区民、ＮＰＯ等、事業者及び区は、共通の目的を探り、一致した目的に向かって協働を進めるよ

う努めなければならない。

６ 区は、ＮＰＯ等の自主性及び自立性を尊重しなければならない。

７ ＮＰＯ等は、自立して活動するよう努めるものとする。
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８ 区民、ＮＰＯ等、事業者及び区は、協働により進めている事業や活動について、一定の時期に評

価し、見直していくよう努めなければならない。

（区民の役割）

第４条 区民は、前条の基本理念に基づき、自治の担い手として、区政に参画するとともに、地域で

の自主的な活動が果たす役割について理解を深め、身近な地域課題に対し、自発的に力を合わせて

解決していくよう努めなければならない。

（ＮＰＯ等の役割）

第５条 ＮＰＯ等は、第３条の基本理念に基づき、自己の責任の下に活動することにより、広く区民

から理解され、支持されるとともに、必要に応じて、他のＮＰＯ等、事業者及び区と連携して活動

するよう努めなければならない。

（事業者の役割）

第６条 事業者は、第３条の基本理念に基づき、地域社会の一員として、区民、ＮＰＯ等及び区との

協働に関する理解を深め、地域との共存を図り周辺住民と協力し、地域社会に貢献するよう努めな

ければならない。

（区の責務）

第７条 区は、第３条の基本理念に基づき、ＮＰＯ等の自主性及び自立性を尊重した上で、その活動

が発展するよう側面から支援するとともに、区民、ＮＰＯ等及び事業者との協働を推進するよう努

めなければならない。

（区の施策）

第８条 区は、ＮＰＯ等の活動及び協働の推進を図るため、次に掲げる施策を実施する。

(１) ＮＰＯ等の活動の拠点を整備すること。

(２) 活動場所の提供に関すること。

(３) 人材の育成等に関すること。

(４) 情報の収集及び提供に関すること。

(５) 資金確保への支援に関すること。

(６) 活動の機会の提供等に関すること。

(７) 広報及び啓発に関すること。

(８) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項

２ 区は、自らの行政役割を見直し、ＮＰＯ等の特性を活（い）かせる業務については、ＮＰＯ等に

委ね、ＮＰＯ等の活動の機会を拡大するよう努めなければならない。

（ＮＰＯ等の活動拠点の機能等）

第９条 前条第１項第１号に規定する拠点は、次の機能を有するものとする。

(１) ＮＰＯ等の活動に関する総合的な相談に関すること。

(２) ＮＰＯ等の活動に係る情報の収集及び提供に関すること。

(３) 区民の要望とＮＰＯ等の活動との調整に関すること。

(４) ＮＰＯ等、区民、事業者及び区相互の交流及び協働の推進に関すること。

(５) 人材の育成等に関すること。

(６) ＮＰＯ等の活動に係る調査及び研究に関すること。

(７) その他ＮＰＯ等の活動の支援及び推進に関すること。

２ 区は、前条第１項第１号に規定する拠点の運営を、公共的団体に委ね、ＮＰＯ等の意見が反映さ

れるよう努めなければならない。

（基金の設置）

第10条 区は、ＮＰＯに対して、活動に必要な資金を助成し、ＮＰＯの活動を推進するため、杉並区

ＮＰＯ支援基金（以下「基金」という。）を設置する。

（基金の積立額）

第11条 基金として積み立てる額は、前条に規定する基金の設置目的のための寄附金及び一般会計歳

入歳出予算で定める額とする。
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（基金の管理）

第12条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければ

ならない。

（運用益金の処理）

第13条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金に編入するもの

とする。

（基金の処分）

第14条 基金は、第10条に規定する基金の設置目的を達成するための経費の財源に充てる場合に限り、

その全部又は一部を処分することができる。

（資金の助成）

第15条 区長は、前条の規定に基づき処分された基金の額を財源として、ＮＰＯに対して、助成をす

ることができる。

２ 区長は、資金の助成申請があった場合は、別に定める審査基準に基づき、杉並区ＮＰＯ等活動推

進協議会（以下「協議会」という。）の審査を経て、助成を決定するものとする。

（協議会の設置）

第16条 ＮＰＯ等の活動及び協働の推進に関し必要な事項の審議等を行うため、区長の附属機関とし

て、協議会を置く。

２ 協議会は、次に掲げる事項について、区長の諮問に応じ、答申する。

(１) ＮＰＯ等の活動及び協働の推進に係る調査審議に関すること。

(２) 前条第２項に規定する審査に関すること。

３ 協議会は、ＮＰＯ等の活動及び協働の推進に関し、区長に意見を述べることができる。

４ 協議会に、必要に応じ部会を置くことができる。

（協議会の組織）

第17条 協議会は、次に掲げる者につき、区長が委嘱する委員10名以内をもって組織する。

(１) 区民

(２) ＮＰＯ等活動関係者

(３) 学識経験者

(４) その他区長が適当と認める者

２ 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。

（協議会の会長）

第18条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

（協議会の会議）

第19条 協議会は、会長が招集する。

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

４ 協議会の会議は、公開とする。ただし、協議会の議決があったときは、非公開とすることができ

る。

（委任）

第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

１ この条例は、平成14年４月１日から施行する。

２ 杉並区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和50年杉並区条例第31号）の一部

を次のように改正する。

〔次のよう〕略



これまでの「協働」に関連した区の取組について

平成 12年 9月 「杉並区 21 世紀ビジョン」議決

・「区民と行政が役割と責任を分かちあうパートナーシップ（協働）」をこ

れからのまちづくりの基本に据える

平成 14年 4月 「NPO・ボランティア活動及び協働の推進に関する条例」施行

・協働推進の基本理念等を明らかに

平成 14年度 「NPO支援基金」設置

・地域の問題解決に取り組む公益性を帯びたNPO 法人の活動を支援

平成 14年 10月 「すぎなみボランティア・NPO活動推進センター」設立

（平成 18 年 4 月、「すぎなみ NPO 支援センター」と「杉並ボランティア・地域福祉

推進センター」に分離独立）

・NPOやボランティアの活動の支援・促進

平成 15年 5月 「杉並区自治基本条例」施行

・協働の意義、協働の原則を定める

平成 16年度 「ＮＰＯ等からの協働事業提案制度」創設

・18年度までの 3年間、協働事業をモデル的に実施

（提案事業数）

（選定事業）

年度 提案事業名

平成１６年度 「迅速・安心・受けやすい・すぎなみ AIDS 即日検査＆相談

事業（通称：すぎなみ VCT プロジェクト）」

「井草森公園運動場の天然芝生維持管理業務委託」

平成１７年度 「地域に広げよう！子どもたちと芸術家との出会いの場」

「情報コミュニケーションツールとしての IT を活用した PTA

活動モデル事業」

「小中学校への『総合的な学習』への授業協力～国際理解

を深め、豊かな人間作りをめざす教育の推進～」

平成１８年度 「参加型エコスクールづくり（子どもたちと一緒に）」のコー

ディネート事業」

「子どもの安全を守るための親子参加型学習の実施事業」

年度 提案数 選定数

平成１６年度 ２３ ２

平成１７年度 ３４ ３

平成１８年度 １８ ２
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平成 16年 6月 「すぎなみ『協働ガイドライン』」策定

・NPO等と区とのよりよい協働をめざし、その実現に向けた基本方針や

手順を明確化

平成 17年度 「すぎなみ地域活動ネット」稼動

・インターネットによる地域活動情報を発信

平成 18年 4月 「すぎなみ地域大学」開校

・地域活動に必要な知識・技術を学び、仲間を拡げ、区民自らが地域

社会に貢献する人材、協働の担い手として活躍するための仕組み

平成 19年度 「杉並行政サービス民間事業化提案制度」

・「公共サービス」の担い手として NPO や企業などの多様な主体が成

長してきたことから、区の全事務事業を公表し、民間事業者等からの

提案を受ける

（提案事業数）

（選定事業）

年度 提案事業名

平成１８年度

「債権管理回収業務・現地調査業務」

「地域ぐるみによる学校への地域支援総合推進事業」

「公園便所、遊び場便所及び公衆便所の維持管理」

「区政情報誌の発行（すぎなみ くらしのガイド～わたしの

便利帳～）」

「南荻窪図書館運営業務委託」

平成１９年度

「税・国保 電話等による自主納税呼びかけ業務」

「電話案内による区民健康診査受診率向上施策」

「千客万来アクティブ商店街事業、元気を出せ商店街事

業」

「団塊～高齢者のためのセカンド・キャリアプラザ」

「自転車等に関する総合事業」

平成２０年度
「職員研修業務アウトソーシング」

「債権管理回収業務・現地調査業務（福祉資金）」

平成２１年度
「大田黒公園利用活用プロジェクト」

「電子地域通貨事業」 ＜テーマ型提案＞

年度 提案数 選定数

平成１８年度 ４４ ５

平成１９年度 ３１ ５

平成２０年度 １５ ２

平成２１年度 ２３ ２



すぎなみ地域大学について

１ 地域大学とは

地域活動に必要な知識・技術を学び、仲間を拡げ、区民自らが地域社会に貢献する人材、協働の担い手

として活躍していただくための仕組みとして平成18年度に設立。

＜基本理念＞

○区民の社会貢献意欲を喚起し、自らの可能性を拡げる「学びの仕組み」をつくる

○地域貢献活動を担うＮＰＯ等の人材づくりを支援し、「協働の担い手」を育てる

○地域の課題解決に向け、区民が知恵と力を出し合い取り組む「協働社会の基盤」をつくる

２ 実施状況

講座数・受講者数など 平成2４年3月末現在

年度

種別
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 6年間合計

講座数 12講座 24講座 31講座 39講座 35講座 34講座 175講座

申込者数 880人 961人 1,321人 1,855人 1,167人 1,169人 7,353 人

受講者数 719人 1,034人 1,076人 1,599人 973人 1,013人 6,414人

受講者数（修了基準有） 555人 764人 918人 1,159人 740人 640人 4,776人

修了者数１ 511人 703人 842人 1074人 712人 600人 4,442人

修了者数２ ― ― 811人 975人 646人 577人 4124人

地域活動参加者数 371人 497人 651人 763人 555人 531人 3,368人

地域活動参加率 73％ 71％ 80％ 78％ 86％ 92％ 82％

修了生による設立団体 2団体 4団体 3団体 2団体 2団体 １団体 14団体

修了者数1・・・修了基準を定めている講座の修了者数

修了者数２・・・修了基準を定めている講座のうち、地域活動参加を目的とした講座の修了者数

地域活動参加者・・・新規団体への参加者、行政事業等への登録者、既存団体への参加者等の合計

地域活動参加率・・・地域活動参加者／修了者数２

資料7-3



区内ＮＰＯ法人認証団体数の推移

平成23年度末

9
31
52

103

143
170

214

241

279
290
306 309

321

0

50

100

150

200

250

300

350

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

区内ＮＰＯ法人の活動分野 （団体の活動が複数分野にまたがるものも含む）

活動分野 数 活動分野 数

1 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 175 11 国際協力活動 91

2 社会教育の増進を図る活動 180 12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 29

3 まちづくりの推進を図る活動 109 13 子どもの健全育成を図る活動 151

4 観光の振興を図る活動 0 14 情報化社会の発展を図る活動 31

5 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 0 15 科学技術の振興を図る活動 10

6 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 122 16 経済活動の活性化を図る活動 37

7 環境の保全を図る活動 84 17 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 62

8 災害救援活動 21 18 消費者の保護を図る活動 19

9 地域安全活動 35 19 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 212

10 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 38 20 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動 0

※特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）の改正により、平成 24年 4月 1日から4･5･20 の活動が追加され 20分野になりました。

平成23年度末

9 地域安全活動
2%

6 学術、文化、芸術又はスポーツ
の振興を図る活動
9%

7 環境の保全を図る活動
6%

8 災害救援活動
1%

11 国際協力活動
6%
10 人権の擁護又は平和の推進

を図る活動
3%

12 男女共同参画社会の形成の
促進を図る活動
2%

13 子どもの健全育成を図る活動
11%

14 情報化社会の発展を図る活動
2%

15 科学技術の振興を図る活動
1%

16 経済活動の活性化を図る活動
3%

18 消費者の保護を図る活動
1%

19 前各号に掲げる活動を行う団
体の運営又は活動に関する連
絡、助言又は援助の活動

15%

1 保健、医療又は福祉の増進を
図る活動
12%

2 社会教育の増進を図る活動
13%

3 まちづくりの推進を図る活動
8%

17 職業能力の開発又は雇用機
会の拡充を支援する活動

4%
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平成 23 年度協働に関する実態調査 （協働の相手方）

（24 年 2 月区役所主管課対象に実施）

※各課の事業ごとに協働の相手方（団体等）を集計 (重複あり）

協働の相手方

9
4
5
6
7
7
10
12
14
20
24

46
129

0 20 40 60 80 100 120 140

その他

企業・民間事業者

行政機関

学校・大学・学校法人

その他非営利の団体・組織

複数団体による会議体・協議体

一般区民・ボランティア等

区民等による実行委員会・協議会

社団法人・財団法人

地縁組織

社会福祉法人・医療法人

任意の市民活動団体

ＮＰＯ法人

（団体延数）
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協働等に関する区民の意識等について

ボランティア活動経験（各年度における「区民意向調査」より）

ボランティア活動経験

7.4

8.2

7.8

8.3

8.5

7.9

11.8

14.5

15.4

13.7

15.3

14.1

54.6

48.3

45.3

48.3

46.6

46.8

24.4

27.6

30.9

29.1

27.5

30.7

1.7

1.5

0.6

0.6

2.1

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成22年

平成21年

平成20年

平成19年

平成18年 現在活動している

以前活動していたが、現在は
活動していない

活動してみたいと思うがしたこ
とはない

活動する気はない

無回答

新たな基本構想づくりに向けた区民アンケート（平成 22 年 11 月実施）における

「協働の地域社会づくりについて」より

平成 18 年度第 4 回杉並区区政モニターアンケート集計結果（抜粋）

まちづくり 22.2％

防災・地域安全 31.5％

みどり・環境 29.6％

保健・医療 14.8％

高齢者福祉 1.9％

障害者福祉 0.0％

子育て支援 33.3％

学校教育 13.0％

生涯教育・文化・スポーツ 22.2％

まちづくり 15.8％

防災・地域安全 36.8％

みどり・環境 13.2％

保健・医療 13.2％

高齢者福祉 34.2％

障害者福祉 13.2％

子育て支援 15.8％

学校教育 21.1％

生涯教育・文化・スポーツ 18.4％

参加者が少ない（限定的である） 51.3％

住民参加・協働のための制度が不十分 31.6％

行政側からの情報提供・ＰＲが不足 55.6％

行政と参加者・協働相手とのコミュニケー

ションが不足
47.9％

行政側の知識や技量が不十分 12.8％

ＮＰＯやボランティアの活動維持・継続の

ための知識や情報、人材が不足
21.4％

ＮＰＯやボランティアの活動維持・継続の

ための活動資金の確保が難しい
12.0％

参加していない住民の関心や協力を得る

ことが難しい
53.0％

住民参加・協働の評価が難しい 23.1％

その他 7.7％

非常に進
んでいる
0.9%

あまり変
わらない
28.2%

進んでい
ない
4.3%

わからな
い
 21.4%

進んでい
る 45.3%

(1)区民と行政との協働によるまちづくりは、どの

程度進んでいると感じていますか。

(2)地域の中で特に協働が進んでいると思われる分

野について（分野は２つ以内で選択）

(3)地域の中で協働が特に立ち遅れていると思わ

れる分野について（分野は２つ以内で選択）

(4)住民参加・協働を推進する上での問題点・課題

と思われるもの（いくつでも選択可）

協働の地域社会づくりについての考え方

0% 10% 20% 30% 40% 50%

参加したくない

あまり参加したくない

求められれば参加したい

できる範囲で参加したい

積極的に参加したい

女性

男性

全体
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ＮＰＯ支援基金への寄附及び活動資金助成の状況　　　（平成24年4月20日時点）

件数 寄附金額 件数 申請金額 件数 助成金額

14年度 14件 3,799,492円 2団体 600,000円 2団体 600,000円 1,000,000円 1,817円 4,201,309円

15年度 18件 2,228,204円 18団体 7,353,625円 13団体 2,989,000円 4,618円 3,445,131円

16年度 15件 1,409,604円 18団体 4,324,790円 11団体 1,836,816円 7,591円 3,025,510円

17年度 15件 2,568,839円 23団体 5,972,750円 10団体 1,445,000円 15,000,000円 7,608円 19,156,957円

18年度 26件 3,611,221円 24団体 6,724,000円 17団体 3,000,000円 84,034円 19,852,212円

19年度 29件 2,294,775円 31団体 7,352,039円 31団体 3,599,000円 126,989円 18,674,976円

20年度 28件 1,943,952円 40団体 9,080,500円 19団体 2,700,000円 160,556円 18,079,484円

21年度 29件 1,876,281円 27団体 6,702,000円 16団体 2,990,000円 160,097円 17,125,862円

22年度 13件 1,275,522円 26団体 6,614,060円 15団体 2,492,600円 143,742円 16,052,526円

23年度 18件 1,768,932円 18団体 4,292,000円 14団体 2,420,000円 133,886円 15,535,344円

24年度 11団体 2,471,600円

計 205件 22,776,822円 238団体 61,487,364円 148団体 24,072,416円 16,000,000円 830,938円 －

※： 平成16年度の助成金額は、当初助成金額(1,918,000円）から精算により平成17年度に返還された額（81,184円）を控除した額である。

年度
一般財源
繰入額

基金利子
年度末
基金残高

ＮＰＯ支援基金
への寄附状況

ＮＰＯ活動資金助成の状況

活動資金の申請状況 申請に対する助成状況
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